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は じ め に 

～次代につなぐ 潤いある未来をめざして～ 
 
 昨年１２月の第４６回衆議院議員総選挙により誕生した新政権は、長引く不況を克
服すべく総額２０兆円規模の緊急経済対策を打ち出しました。平成２５年度の国家予
算とあわせ、切れ目のない、そして国民一人ひとりが実感できる経済対策を期待する
ところであります。 
 国内においては様々な課題が山積しておりますが、こうした中にあっても、私たち
は、子どもから高齢者まで誰もが笑顔になり、安全で安心して暮らせる社会、潤いあ
る未来に向け、一歩たりとも後退することなく、前進しなければなりません。 
 このような状況を踏まえ、平成２５年度当初予算につきましては、「防災・減災対策
の推進」「次代につなぐまちづくり」「地方分権改革の推進」の３点を市政運営の重要
な視点として位置づけ予算編成を行いました。 
 
 さて、平成２５年度当初予算の最も大きな特徴は、平成２４年度３月補正予算と一
体の予算編成を行った点にあります。 
 国の１５か月予算に対応し、本市におきましても経済・雇用対策事業を実施すべく、
平成２５年度事業を平成２４年度３月補正予算へ大幅に前倒しいたしました。このこ
とから、平成２５年度単体の予算としては予算規模が前年度を下回っておりますが、
前倒しをいたしました事業は早期発注の後、その工期の多くが平成２５年度にまたが
りますことから、今年度の実施事業との相乗効果が期待されます。 
実質的には昨年度以上の予算規模でさまざまな事業を展開することにより、更に大

きな経済効果が発揮されるものと考えております。 
 
平成２５年度予算におきましては、企業収益の改善などにより市税収入はやや上向

くものの、依然として厳しい社会経済情勢の下、引き続き難しい財政運営が必要とな
ります。こうしたことから、人件費をはじめとする経常経費の縮減に努めたほか、売
電方法の改善や債権回収の取組の強化など自主財源の確保についても積極的に進める
中で、防災、福祉、医療、教育、産業・雇用、環境などさまざまな分野にも十分配慮
しつつ予算配分を行いました。 
 
幅広い分野での市民サービスの向上を図るため、限りある財源を有効に活用しつつ、

新・相模原市総合計画に掲げる「人・自然・産業が共生する 活力あるさがみはら」の
実現に向け「次代につなぐ 潤いある未来をめざして」取り組んでまいりたいと存じ
ます。 
 

平成２５年２月１９日            相模原市長 加山 俊夫 
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一般会計当初予算  
予算規模は２，４４５億円（対前年度比１．５％減） 
 
国の大型補正予算を受け、平成２５年度当初予算 
と平成２４年度３月補正予算を一体編成 
 

合計の予算規模は２，５５９億円 
（対前年度比３．１％増） 

 

 
 

市税収入は ２０億円の増収 

（対前年度比１．９％増） 

企業収益の改善を反映し法人市民税等

において若干の増加 

 

市政運営における重要な視点 

・防災・減災対策の推進 

・次代につなぐまちづくり 

・地方分権改革の推進 

 

 平成２５年度当初予算のポイントを「「一一気気読読みみ！！」」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

  平成２５年度 重点施策の概要   

           
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①安全で安心して暮らせるまちづくり 

・ 防災対策         69.4億円 

             （168.1億円） 

・ 暮らしにおける安全・ 

安心の確保 18.6億円 

・ 基地対策           0.1億円 

③にぎわいと活力に満ちた都市づくり 

・ 都市機能の向上・ 

交通ネットワークの充実   47.8億円 

              （116.8億円） 

・ にぎわいのある 

市街地づくり  8.3億円 

・ 産業を中心とした 

新たな拠点づくり  12.7億円 

・ 地域経済の活性化      145.8億円 

・ にぎわいと活力を創出する 

商業・観光の振興   1.7億円 

 
②夢と希望あふれる次世代をはぐくむ環境づくり 

・ 生きる力をはぐくむ 

学校教育の推進  9.8億円 

       （26.8億円） 

・ 子育てを支える環境づくり 11.5億円 

 

（）内は一体的に編成した平成２４年度３月補正予算との合計 
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行政改革の推進 

・人件費削減             約２．８億円 

・新たな財源確保に向けた主な取組み  約２．０億円 

・効率的・効果的な財政運営      約２．７億円 

 
 

  義務的経費は引き続き増加 

１，３０４億円
平成２４年度

⇒ １，３３２億円
平成２５年度

 

 生活保護費・公債費の増 

 
一般会計と特別会計、 

を合わせた 

予算規模は４，１０２億円 

（対前年度比３．４％減） 

公共用地先行取得事業の新設、 
下水道事業の公営企業会計への移行 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                      “３つのＣ”を推進 

                             
            
 

④自然の尊さ・恵みを感じ将来の地球環境を守る社会作り 

・ 地球温暖化対策          1.5 億円 

・ 自然環境の保全         12.0 億円 

・ ごみの減量化・資源化の取組み  18.3 億円 

「変える
Change

」・「創る
Create

」・「挑戦
Challenge

する」 

 
・ 持続的な都市経営      1.3 億円 

・ 開かれた市政の実現 

に向けた取組み   0.1 億円 

・ 行政運営              0.1 億円 

 

⑤市民本位・市民参加の郷土づくり 

・ 市民協働と市民自治に 

根ざしたまちづくり  2.9 億円 

・ 心豊かに生活できる地域づくり 8.0 億円 

・ 誇りとすることができる 

郷土づくり   0.6 億円 

 

（効果額） 
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1,780 1,766 1,894 1,970 2,032 2,074 2,340 2,338 2,483 2,445

1,118 1,159
1,280 1,457 1,267 1,234

1,643 1,658
1,765 1,657

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

特別会計
一般会計

2,898 2,925 3,174
3,427 3,299 3,308

3,983 3,996

〔億円〕 予算規模の推移

4,248 4,102

一般会計は１．５％減 
平成２５年度当初予算は、平成２４年度３

月補正予算と一体的に編成しており、義務的
経費である扶助費や公債費は伸びているが、
一部事業（約１１４億円）を補正予算へ前倒
して計上した結果、単年度では１．５％の減
となります。一体編成した合計の予算額は、
２，５５９億円となり、前年度比+７６億円、
増減率+３.１％となります。 

１ ． 予 算 規 模 
 

 一般会計と特別会計を合わせた全会計での予算規模は、総計が約４，１０２億円で平成
２４年度当初予算と比べ３．４％の減少となっています。会計間の出し入れによる重複部
分を控除した正味の財政規模を示す純計では、約３，６８６億円、対前年度比が１．２％
の減少となっています。 

   （表１）平成２５年度 各会計予算                （単位：千円） 

 一般会計 特別会計 総 計 純 計  公営企業会計

平成２５年度 224444,,550000,,000000  116655,,668833,,330000 441100,,118833,,330000 336688,,661177,,770077    2266,,661166,,773344
平成２４年度 224488,,330000,,000000  117766,,445522,,220000  442244,,775522,,220000  337733,,001144,,443300    ――  

増減率 △1.5％ △6.1％ △3.4％ △1.2％  皆増
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別会計は ６．１％減 
国民健康保険事業や介護保険事業
の給付費の増加や、市債の返済を行
う公債管理による償還額の増加、公
共用地先行取得事業の新設による
増加の一方、下水道事業を廃止し、
公営企業会計に移行した影響によ
るものです。 

（グラフ１）
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一般会計予算規模の推移

1,780 1,766
1,894 1,970 2,032 2,074

2,340
2,456 2,483 2,559

0

500

1,000

1,500

2,000
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3,000
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〔億円〕

２．一般会計予算案の概要 
 
 １   予算案の概要 
       

 

 

 

 

 

 

 

このように、財政の硬直化が一層進むことが見込まれる等、極めて厳しい財政運営
を強いられる状況の中において、平成２５年度当初予算においては、より一層の歳入
の確保と歳出の削減に努め、計画期間の最終年度である「新・相模原市総合計画 前
期実施計画」における福祉や医療の充実等、各施策の着実な推進を目指すとともに、
緊急の課題である防災体制の強化に対応する経費について計上しています。 
 

  
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（伸率％）   (0.8)     (0.9)     (9.7）    (9.1)    (3.1)    (2.1)     (12.8)    (△0.1)   (6.2)  (△1.5) 

                実質     (2.3)     (4.0)                  （5.0） （1.1）   (3.1) 

※ １６年度の減税補てん債借換分を除いて伸率を算定 

※ １７年度の予算規模は１，６４７億円 

      １，７６６億円は、相模原市、津久井町、相模湖町、津久井郡広域行政組合の当初予算合計額（重複分を除く） 

    ※ １８年度の予算規模は１，８０６億円 

      １，８９４億円は、相模原市、城山町、藤野町の当初予算合計額（重複分を除く） 

※ ２３年度の骨格予算規模は２，３３８億円 

       肉付けの補正予算、子ども手当を含めた実質予算額は２，４５６億円 

     ※ ２５年度の当初予算額は２，４４５億円 一体的に編成した、２４年度３月補正予算との合計額は２，５５９億円
 

1,647 
1,806 

歳入 
企業収益の改善による法人市民税の増

収等により市税総額は前年度に比べ増収
が見込まれる一方、建設事業の財源となる
市債は、一体的に編成した平成２４年度３
月補正予算に、建設事業の一部を前倒して
計上したため、減少となります。 

歳出 
低所得世帯の増加などに伴う扶助費の

増加や、建設事業の償還金である公債費の
増加等、義務的経費が引き続き増加し、財
政の硬直化が進むことが予想されます。 
 

（グラフ２） 

2,338 2,445 
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 譲与税・交付金
8.9%

 県 支 出 金
4.2%

 繰　入　金
4.7%

 繰　越　金
0.8%

 その他
10.4% 市　　債

8.9%

 国庫支出金
17.7%

 市　　税
44.4%

平成25年度 構成比
(％) 平成24年度 対前年度

増減額
対前年度
伸率(％)

108,500,000 44.4% 106,500,000 2,000,000 1.9%
個人市民税 42,926,303 17.6% 42,970,682 △ 44,379 △0.1%
法人市民税 6,811,690 2.8% 5,653,581 1,158,109 20.5%
固定資産税 41,919,467 17.1% 41,830,132 89,335 0.2%
その他の税 16,842,540 6.9% 16,045,605 796,935 5.0%

21,744,000 8.9% 22,212,000 △ 468,000 △2.1%
地方特例交付金 660,000 0.3% 600,000 60,000 10.0%
地方交付税 6,900,000 2.8% 6,900,000 0 0.0%
その他 14,184,000 5.8% 14,712,000 △ 528,000 △3.6%

43,385,779 17.7% 40,051,265 3,334,514 8.3%
10,241,036 4.2% 10,770,303 △ 529,267 △4.9%
11,580,141 4.7% 9,884,986 1,695,155 17.1%

財政調整基金から繰入 6,900,000 2.8% 6,900,000 0 0.0%
その他 4,680,141 1.9% 2,984,986 1,695,155 56.8%

2,000,000 0.8% 1,500,000 500,000 33.3%
21,868,600 8.9% 32,244,400 △ 10,375,800 △32.2%

建設に係る市債 8,868,600 3.6% 19,244,400 △ 10,375,800 △53.9%
臨時財政対策債 13,000,000 5.3% 13,000,000 0 0.0%

25,180,444 10.4% 25,137,046 43,398 0.2%
244,500,000 100.0% 248,300,000 △ 3,800,000 △1.5%

項　　目

 繰　入　金

 市　　税

 譲与税・交付金

 国庫支出金
 県 支 出 金

 繰　越　金
 市　　債

 その他
合　　計

 ２   歳 入 
    歳入総額は２，４４５億円で、

主な内訳は、市税が１，０８５億
円（構成比４４．４％）、国庫支出
金が約４３４億円（同１７．７％）、
市債による借入が約２１９億円
（同８．９％）となっています。 

   

  
 
 (表２)平成２５年度一般会計当初予算〔歳入〕 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市債は、一体的に編成した平成２４年度３月補正予算へ、建設事業の一部を前倒した事
に伴い、大幅な減少となっています。前倒し分の市債収入（約１００億円）を含む実質的
な平成２５年度当初予算の市債収入は約３１８億円（対前年度比△1.3％）となっています。 

（単位：千円） 

（グラフ３）歳入構成
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市債
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    （グラフ４）歳入構成の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※23年度までは決算額、24年度・25年度は当初予算額   

 

 

平成２１年度以降、市税の占める割合が大きく減少し、国・県支出金が増
加しています。これは、定額給付金給付事業や子ども手当など国庫支出金を
伴う給付事業が大幅に増加したためです。また、生活保護費など扶助費の増
加に伴う国庫負担金等の増額や平成２５年度においては、臨時交付金制度が
新設されたこと等によるものです。 

市債は、いわゆるＩＴバブル崩壊後の景気低迷などにより平成１６年度で
は約１７％を占めていましたが、その後景気の持ち直しとともに一旦減少し
ます。しかし、リーマンショックに始まる景気の低迷などにより、平成２２
年度以降は再び１２～１３％程度の割合を占めるようになっています。 

平成２５年度は建設事業費の減額に伴い８．９％と減少していますが、建
設事業の一部を、一体的に編成した平成２４年度３月補正予算に前倒して計
上した事等によるものです。 
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市税収入の推移

1,085
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〔億円〕

① 市市  税税 は２０億円の増収    

（１，０６５億平成２４年度  ⇒ １，０８５億円平成２５年度 ）  
対前年度比：＋１．９％ 

引き続き厳しい雇用、所得環境
による個人所得の減少はあるも
のの、企業収益の改善などにより
法人市民税が約１２億円の増収。
市たばこ税は県からの税源移譲
により、約６億円の増額となるた
め、市税全体では２０億円の増収
となる見込みです。 

 
 
 

② 国国庫庫支支出出金金  は３３億円の増額 （ ４０１億円平成２４年度  ⇒ ４３４億円平成２５年度  ） 

                     対前年度比：＋８．３％ 
  平成２５年度当初予算では国庫支出金が約４３４億円で、前年度の約４０１億円に比
べ、約３３億円増と大きく増加しています。これは、「地域の元気臨時交付金＊」の制度
新設や、生活保護費等の扶助費の増加に比例した国庫負担金等の増額によるものです。 

   

  

 ＊地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金） 
 

本交付金は、国の平成２４年度補正予算において、経済対策として追加実施される
公共投資の地方負担が大規模であることから、各地方公共団体の資金調達に配慮し、
経済対策の迅速かつ円滑な実施の為に新設されたものです。全国で１兆３，９８０億
円が国の予算に計上されています。 

 

各地方公共団体の追加公共事業（国直轄事業及び補助事業）等の地方負担額をベー
スとして交付額が算出されるもので、本市の場合にはそのうち約７割程度が交付され
る見込みです。 

 

平成２５年度一般会計当初予算では約２２億円を計上しています。 

 

（グラフ５） 

※23年度までは決算額、24年度・25年度は当初予算額 
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＊財政調整基金(P18参照) 
財政調整基金は、過去の決算
剰余金の一部などを将来の財
源不足に対応するため、積み
立ててきた市の貯金です。

 

③ 繰繰入入金金  は１７億円の増額 （ ９９億円平成２４年度  ⇒ １１６億円平成２５年度  ） 

  対前年度比：＋１７．１％ 
  財政調整基金＊からの取崩しとして、昨年度と同額の 

６９億円を計上したほか、用地取得を目的とする基金に
ついて整理統合し、規模の適正化を図るため、増額とな
っているものです。 

 

④ 繰繰越越金金 は２０億円 

  前年度の決算剰余金のうち一部を計上する繰越金については、平成２４年度当初予算
の１５億円に対し平成２５年度当初予算では５億円増額の２０億円を計上しています。 

 

 

⑤ 市市  債債 は１０３億円の減額 （ ３２２億円平成２４年度  ⇒ ２１９億円平成２５年度  ） 

  対前年度比：△３２．２％ 
一体的に編成した平成２４年度３月補正予算との合計は、 

４億円の減額 （ ３２２億円平成２４年度  ⇒ ３１８億円平成２５年度  ） 
  対前年度比： △１．３％ 
 
  市債は平成２４年度の約３２２億円から平成２５年度は約２１９億円となり、   

約１０３億円の減額となっています。これは、平成２４年度が最終年度であった相模大
野駅西側地区市街地再開発事業等大規模な事業が終了したことに加え、一体的に編成し
た平成２４年度３月補正予算に建設事業の一部を前倒して計上したため、財源となる市
債についても併せて約１００億円を前倒して計上した影響によるものです。 

  このうち、建設に係る市債は、市が公共施設や道路を建設する際などに、その財源の
一部とするため借入れを行うもので、約８９億円を当初予算に計上しています。 

  また、臨時財政対策債については平成２４年度と同額の１３０億円を計上しており、
市債全体の約６割を占めています。
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市債残高の推移

1,229 1,233 1,225 1,197 1,177 1,207 1,270 1,347 1,519 1,477

230 312 374 415 447 496
583

685
800 893

284 293 295 269 243 230
202

173

143 113

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

その他
臨時財政対策債
建設債

〔億円〕

1,743
1,838 1,894 1,881 1,867 1,933 2,055

2,205
2,462 2,483

＊臨時財政対策債 

臨時財政対策債とは、国の財源不足により地方交付税の総額が確保できないた
め、本来地方交付税として交付されるべき額の一部を市が借入金で賄うものです。
市の借入金については後年度に交付税として国から財政措置されることになって
います。 

＊減税補てん債・減収補てん債 
 減税補てん債や減収補てん債は、税制改革や税収の落ち込みなどによる財源不
足を借入金で補うものです。平成２２年度以降の借入れは行っていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度末現在の残高（24年、25年度は残高見込） 

  

 市債残高は、平成２１年度以降増加しており、平成２５年度末では２，４８３億円とな
る見込みです。内訳では、臨時財政対策債＊が８９３億円となり、市債残高全体の３分の
１を超える見込みです。なお、その他については、減税補てん債＊や減収補てん債＊など
です。 

（グラフ６）
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消防費
3.2%

議会費
0.4%

その他
0.3%
公債費
9.6%教育費

7.6%
土木費
11.6%
商工費
6.3%

労働費
0.4%

農林水産業費
0.4%

衛生費
8.9%

民生費
41.4%

総務費
9.9%

平成25年度
当初予算

構成比
(％)

実質的な
平成25年度
当初予算*

(Ａ)

構成比
(％)

平成24年度
当初予算

(Ｂ)

対前年度増減額
(Ａ)-(Ｂ)

(Ｃ)

対前年度伸率
（％）

(Ｃ)/(Ｂ)

1,062,864 0.4% 1,062,864 0.4% 1,069,577 △ 6,713 △0.6%

24,196,642 9.9% 24,292,744 9.5% 25,662,170 △ 1,369,426 △5.3%

101,273,578 41.4% 101,273,578 39.6% 99,036,236 2,237,342 2.3%

21,692,418 8.9% 21,692,418 8.5% 19,573,749 2,118,669 10.8%

1,051,530 0.4% 1,051,530 0.4% 1,217,985 △ 166,455 △13.7%

930,939 0.4% 930,939 0.3% 940,454 △ 9,515 △1.0%

15,342,322 6.3% 15,342,322 6.0% 15,967,604 △ 625,282 △3.9%

28,252,632 11.6% 37,064,225 14.5% 35,527,888 1,536,337 4.3%

7,880,390 3.2% 7,880,390 3.1% 7,899,645 △ 19,255 △0.2%

18,496,258 7.6% 21,025,563 8.2% 18,118,523 2,907,040 16.0%

23,474,427 9.6% 23,474,427 9.2% 22,286,288 1,188,139 5.3%

846,000 0.3% 846,000 0.3% 999,881 △ 153,881 △15.4%

244,500,000 100.0% 255,937,000 100.0% 248,300,000 7,637,000 3.1%
*平成25年度当初予算+平成24年度3月補正予算

項　　目

議会費

民生費

総務費

目
的
別
内
訳

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

その他
公債費

合　　計

３   歳出（目的別） 
 
  行政サービスの目的や組織に応じた分類 
 

    歳出の目的別の内訳では、民生費が
約１，０１３億円（構成比４１．４％）、
土木費が約２８３億円（同１１．６％）、
衛生費が約２１７億円（同８．９％）、
教育費が約１８５億円（同７．６％） 

などとなっています。 

 
 
 
 
 
（表３）平成２５年度一般会計当初予算〔目的別歳出〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（単位：千円） 

（グラフ７）目的別歳出構成
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221210
184

161
138

114 9,400
8,5497,846

6,895
5,842

4,855

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200
220
240
260

H20 H21 H22 H23 H24 H25
3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000
 扶　助　額
平均世帯数

（億円） （世帯）

① 民民生生費費 は２３億円の増額 （ ９９０億円平成２４年度  ⇒ １，０１３億円平成２５年度  ） 

    対前年度比：＋２．３％ 
   （民生費：高齢者福祉や障害者福祉、子育て支援などの予算）                

◆ 生活保護費は約２２１億円（対前年度比＋１１億円）。 

平成２０年度と比較すると約２倍の予算となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 衛衛生生費費 は２１億円の増額 （ １９６億円平成２４年度  ⇒ ２１７億円平成２５年度  ） 

                    対前年度比：＋１０．８％  
（衛生費：健康の増進、ごみ処理、環境保全などの予算） 
◆ 津久井クリーンセンターし尿処理施設等清掃施設の整備や 

がん検診に要する事業費が増額したこと等により前年度比
２１億円の増額となっています。 

 

③ 土土木木費費 は７２億円の減額 （ ３５５億円平成２４年度  ⇒ ２８３億円平成２５年度  ） 

                    対前年度比：△２０．５％ 
一体的に編成した平成２４年度３月補正予算との合計は、 

１６億円の増額 （ ３５５億円平成２４年度  ⇒ ３７１億円平成２５年度  ） 
    対前年度比： ＋４．３％ 
 （土木費：道路や公園、市営住宅の維持管理や整備などの予算） 

◆ 平成２５年度の土木費は、前年度と比較し７２億円の減額とな
っています。これは一体的に編成した平成２４年度３月補正予
算に約８８億円分の事業を前倒して計上していることなどの
影響によるもので、実質的な事業費は増額となっています。 

（グラフ８）生活保護費と被保護世帯の推移 

※23年度までは決算額、24年度・25年度は当初予算額 
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④ 教教育育費費 は４億円の増額 （ １８１億円平成２４年度  ⇒ １８５億円平成２５年度  ） 

                    対前年度比：＋２．１％  
一体的に編成した平成２４年度３月補正予算との合計は、 

２９億円の増額 （ １８１億円平成２４年度  ⇒ ２１０億円平成２５年度  ） 
    対前年度比：＋１６．０％ 

（教育費：学校教育や生涯学習、スポーツ振興などの予算） 
◆ 平成２５年度の教育費は、教育環境の向上に向けた取組

み等を充実させるとともに、一体的に編成した平成２４
年度３月補正予算に小学校の大規模改修事業等約２５億
円を前倒して計上しており、実質的な事業費は約２９億
円の増額となっています。 

※ 教育費については、平成２４年度も前年度３月補正に約２４億円の前倒しを行っています。 
 

   （グラフ９）目的別歳出構成の推移 
    総務費       民生費    衛生費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的別歳出構成の推移では、民生費が大幅に増加し、平成２５年度で
は４０％を超過しています。 

その他の費目では、衛生費及び教育費が増加する一方、土木費は、一
体的に編成した平成２４年度３月補正予算への前倒しの影響により減
少となっています。 

また、過去の市債の償還に要する経費である公債費の割合が増加傾向
にあります。 

※23年度までは決算額、24年度・25年度は当初予算額 
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人件費
18.0%

扶助費
26.9%

公債費
9.6%

投資的経費
9.3%

物件費
14.0%

その他
14.5%

維持補修費
1.5%

補助費等
6.2%

平成25年度
当初予算

構成比
(％)

実質的な
平成25年度
当初予算*

(Ａ)

構成比
(％)

平成24年度
当初予算

(Ｂ)

対前年度増減額
(Ａ)-(Ｂ)

(Ｃ)

対前年度伸率
（％）

(Ｃ)/(Ｂ)

162,816,249 66.6% 163,022,229 63.7% 160,108,520 2,913,709 1.8%
人件費 43,952,611 18.0% 43,952,611 17.2% 44,705,799 △ 753,188 △1.7%
物件費 34,124,147 14.0% 34,239,063 13.4% 33,835,463 403,600 1.2%
補助費等 15,238,232 6.2% 15,238,232 5.9% 14,414,724 823,508 5.7%
維持補修費 3,659,355 1.5% 3,750,419 1.5% 3,663,742 86,677 2.4%
扶助費 65,841,904 26.9% 65,841,904 25.7% 63,488,792 2,353,112 3.7%

22,635,643 9.3% 33,868,163 13.2% 33,299,607 568,556 1.7%
補助事業 12,056,454 5.0% 14,870,742 5.8% 17,870,805 △ 3,000,063 △16.8%
単独事業 10,579,189 4.3% 18,997,421 7.4% 15,428,802 3,568,619 23.1%

59,048,108 24.1% 59,046,608 23.1% 54,891,873 4,154,735 7.6%
うち公債費 23,383,850 9.6% 23,383,850 9.1% 22,203,433 1,180,417 5.3%

244,500,000 100.0% 255,937,000 100.0% 248,300,000 7,637,000 3.1%
*平成25年度当初予算+平成24年度3月補正予算

項　　目

合　　計

性
質
別
内
訳

消費的経費

投資的経費

その他経費

 

 ４  歳 出（性質別） 
 

   経費の性質に応じた分類 
 

 人件費は約４４０億円（構成比 
１８．０％）、扶助費は約６５８億円
（同２６．９％）、公債費は約２３４
億円（同９．６％）となっています。 

 

 これら３つの経費は、義務的経費と呼ばれており、
扶助費や公債費の増加に伴い、義務的経費の割合も増
加しています。 

 公共施設整備などを行う投資的経費は約２２６億円
（同９．３％）となっており、一体的に編成した平成
２４年度３月補正予算を含めると３３９億円   
（同１３．２％）となっています。 

 
 
（表４）平成２５年度一般会計当初予算〔性質別歳出〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 
 

（単位：千円） 

義務的経費 

（グラフ 10）性質別歳出構造 
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3,200
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3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000
〔人〕

人件費
職員定数

① 人人件件費費 は７億円の減額 （ ４４７億円平成２４年度  ⇒ ４４０億円平成２５年度  ） 

                     対前年度比：△１．７％ 
◆ 制度改正により住居手当や退職手当を削減したほか、職員の定年退職や新規採用

職員への入れ替わりによる職員構成の変化により減額となります。 

◆ 効率的な事務執行をより推進することにより、時間外勤務手当や休日勤務手当に
ついても削減を行います。 

 
（グラフ 11）人件費と職員定数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費と職員定数の推移では、人件費、職員定数はい
ずれも合併に伴い一時的に増加しましたが、その後抑制
を図ってきました。 

平成２５年度は職員定数については、増加となります
が、人件費については引き続き減額となります。 

       

 ② 扶扶助助費費 は２３億円の増額 （ ６３５億円平成２４年度  ⇒ ６５８億円平成２５年度  ） 

                       対前年度比：＋３．７％  
（扶助費：社会保障制度の一環として生活困窮者、高齢者、児童、障害者等に対する 

様々な支援を行う経費） 
◆ 生活保護費の増加（約１１億円） 

 

※人件費の各年度は当初予算額 
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〔億円〕

＊２つの公債費 
公債費は、目的別歳出

の公債費 (P11)と性質別
歳出の公債費で金額が違
います。 

 目的別では、元金償還、
利払いなどのほか、支払
手数料等の事務経費が計
上されますが、性質別で
は、事務経費が物件費と
して取り扱われるため差
が生じます。 

③ 公公債債費費 は１２億円の増額 （ ２２２億円平成２４年度  ⇒ ２３４億円平成２５年度  ） 

                 対前年度比：＋５．３％ 
（公債費：市債を償還する経費） 
◆ 市債残高の増大に伴い公債費も増加しています。 

◆ 市債の償還は、従来、借入れから元金の返済開始まで
３年程度の据置期間を設けていましたが、将来負担の
早期軽減と、より有利な資金調達を進めるため据置な
しで返済を行うものの割合を増加させたことも要因と
なっています。  

           （グラフ 12）公債費の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 投投資資的的経経費費 は１０７億円の減額 （ ３３３億円平成２４年度  ⇒ ２２６億円平成２５年度  ） 

                        対前年度比：△３２．０％ 
一体的に編成した平成２４年度３月補正予算との合計は、 

      ６億円の増額 （ ３３３億円平成２４年度  ⇒ ３３９億円平成２５年度  ） 
    対前年度比：＋１．７％ 

（投資的経費：公共施設整備などを行う経費） 
◆ 投資的経費は、緑区合同庁舎の整備や相模大野駅西側地区市街地再開発事業等大

規模事業が終了したこと、及び経済対策のために平成２４年度３月補正予算へ一
部事業を前倒して計上したこと等により減額となっています。一体的に編成した
平成２４年度３月補正予算との合計額では、６億円の増額となっています。 

※23年度までは決算額、24年度・25年度は当初予算額 
※16年度は減税補てん債の借換を除く実質分 
※22年度より借換は公債管理特別会計で行っている 
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（グラフ 13）性質別歳出構成の推移 
            義務的経費       投資的経費   物件費 維持補修費 

      人件費      扶助費 公債費 補助事業 単独事業  補助費等  その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性質別歳出構造の推移では、扶助費が大幅に増加していることが
わかります。公債費は減少を続けていましたが、近年は増加傾向に
あります。一方、人件費は、減少若しくは横ばいで推移しています。 

 

     （グラフ 14）消費的経費と投資的経費の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費的経費 投資的経費 その他 

※23年度までは決算額、24年度・25年度は当初予算額 
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〔億円〕

５  財政調整基金 
 

    財政調整基金は、各年度の決算剰余金の一部などを積み立てたものです。税収が
減少したときや突発的に多額の財政需要が発生した時など、サービス水準を一定に
保つため取崩して用いるなど、複数年度間の財源調整を目的とした基金で、一般家
庭の預貯金に似ています。 

    IT バブル崩壊後の経済不況からの回復期に基金の積立てを積極的に進めてきまし
たが、リーマンショック以降の経済不況に伴う税収不足に対応するため、平成２１
年度以降は２３年度を除き取崩額が積立額を上回り、残高は減少しています。平成
２５年度は積立額３４億円、取崩額６９億円を見込んでおり、年度末の残高見込は
約７０億円となります。 

     

 

 

      （グラフ 15）財政調整基金残高の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

      

 

 

 

 

 

 

※23年度までは決算額、24年度・25年度は決算見込額 
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６  市民一人あたりの予算額   

 
（表５）市民一人あたりの予算額 

一人あたりの予算額は、予算額を相
模原市の人口（720,111 人、平成 25

年 1月 1日現在）で割ったものです。 
 

市民一人あたり予算額は、約３４万
円です。このうち福祉・子育て支援な
どの民生費が約１４万円、保健、ごみ
処理などの衛生費が約３万円、土木費
が約４万円、教育費が約３万円などと
なっています。 

また、過去に借入れた市債を償還す
る公債費は一人あたり約３万円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
 
 
 

費 目 

H25当初予算額 

（千円） 

一人あたりの 

予算額（円） 

議会費 1,062,864 1,476

総務費 24,196,642 33,601

民生費 101,273,578 140,636

衛生費 21,692,418 30,124

労働費 1,051,530 1,460

農林水産業費 930,939 1,293

商工費 15,342,322 21,306

土木費 28,252,632 39,234

消防費 7,880,390 10,943

教育費 18,496,258 25,685

公債費 23,474,427 32,598

その他 846,000 1,175

合計 244,500,000 339,531

（グラフ 16）市民一人あたりの予算額 

民生費 

土木費 

総務費 

衛生費 

商工費 

教育費 

公債費 

（円） 

※横幅が金額の大きさを示しています。
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７  相模原家の家計簿 
   市の財政について、皆さんに身近に感じていただくために、市の予算を家計に例え

てみます。相模原家の年収を５００万円と仮定して当てはめてみたのが下表です。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

   収入では、給与や家賃収入が増加しましたが、
依然として生活に十分な額には満たないため、
親からの仕送りや貯金の取崩しなどでしのいで
います。しかし、親（国）の家計も苦しいため
仕送りは全額をもらえず、一部を仕送りに代わ
るものとして生活資金のローンを借りています。
（返済資金は親が仕送りしてくれる約束になっ
ています。） 

   このほか、相模原家のローン残高は５０８万
円、貯金が２３万円となっています。    

食費 
（人件費） 

90万円 (±0万円)

医療費 
（扶助費） 

135万円 (+7万円)

ローンの返済 
（公債費） 

48万円 (+3万円)

その他生活費 
（物件費など） 

137万円 (+4万円)

家の増改築費 
（普通建設事業費） 

46万円 (△21万円)

子どもへの仕送り 
（他会計への繰出金） 

44万円 (+7万円)

  

合 計 500万円  

基本給 
（市税） 

222万円 (+8万円)

諸手当 （譲与税・ 

交付金・国県支出金など） 
140万円 (+7万円)

貯金の取崩し 
（基金繰入金） 

24万円 (+4万円)

家賃収入 
（使用料・手数料など） 

55万円 (+1万円)

親からの仕送り 
（地方交付税） 

14万円 (±0万円)

生活資金のローン 
（臨時財政対策債） 

27万円 (+1万円)

家の増改築のローン 
（建設債等） 

18万円 (-21万円)

合  計 500万円 

収 入 支 出 

ローン残高 508万円（+38万円）
 

貯金     23万円（△2万円） 

 

給
 
与
 

親
か
ら
の
本
来
の
仕
送
り
 

（カッコ内は 24年度との比較） 
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　　　市政運営にあたっての重要な視点

□防災・減災対策の推進

□次代につなぐまちづくり

□地方分権改革の推進

★は新規事業　
　　　重点施策

◆防災対策 （98億7,666万円 ）
○地域防災計画の改定 ・・・・ 1,100万円
・防災アセスメント調査に基づく地域防災計画の見直し
★さがみはら防災 減災プ グラム 推進 億 万円

（）は平成２４年度３月補正予算において
予算措置し、平成２５年度に事業を実施するもの

　平成２５年度の市政運営にあたっては、次の３点を重要な視点として取り組んでいきます。

69億3,571万円

　平成２５年度の市政運営にあたっては、５つの柱を掲げて重点施策に取り組みます。

市民の命と財産を守るため、東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策や、あらゆる災害時の被
害を最小限に抑える減災対策を集中的に実施します。

本市のポテンシャルを高め、幅広い分野において市民サービスの向上を図るとともに、都市と
しての戦略を明確にしながら「人や企業に選ばれる都市づくり」を着実に進めます。

７２万市民の英知を結集しながら、地域が自らの責任と自らの財源で主体的に施策を展開でき
る、真の分権型社会の構築を目指し、市民主体のまちづくりを力強く進めます。

１

３．主 要 施 策

２

安全で安心して暮らせるまちづくり

★さがみはら防災・減災プログラムの推進 ・・・・ 8億6,838万円
・防災スクールの創設、自主防災組織育成支援、自主防災組織への小型消防ポンプ配備
・避難所等の充実強化、避難所への障害者用トイレの配備
・災害活動機能の強化、火災燃焼対策の更なる充実、中小企業BCP策定支援　など
・避難所（小中学校屋内運動場）の改修、避難所倉庫の設置　など 　（8億4,778万円 ）
○防災対策の推進 ・・・・ 4億2,400万円
・自主防災組織の育成・支援　など
○インフラの安全対策 ・・・・ 56億3,233万円

（90億2,889万円 ）
◆暮らしにおける安全・安心の確保
○通学路の安全対策 ・・・・ 3,562万円
○消防・救急体制の充実 ・・・・ 6,348万円
・相原分署の整備・藤野分署の開署
★大野台地区消防団詰所整備
・高度救急救命が実施可能な救命士の養成（救急高度化推進事業）
○生活環境の向上 ・・・・ 3,026万円
★空き家対策
★住まいのエコ・バリアフリー改修費補助事業
○高齢者の福祉の向上 ・・・・ 14億 347万円
・特別養護老人ホームの整備促進

18億5,670万円

-　21　-
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○障害者福祉の充実 ・・・・ 1億4,825万円
★精神障害者地域活動支援センターの開設
★福祉型児童発達支援センターの整備
○医療体制の拡充 ・・・・ 1億7,562万円
★総合医の育成による地域医療体制の基盤づくり
★胃がん検診への内視鏡検査の導入
★高齢者肺炎球菌予防接種助成事業
○北メディカルセンター開設

◆基地対策
○早期利用・返還に向けた取組み、騒音などの課題解消に向けた要望活動 1,060万円

◆「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進 （16億9,815万円 ）
○児童・生徒の問題行動に対する学校支援体制の強化 ・・・・ 2,575万円
★児童・生徒健全育成事業
○特別支援教育推進事業 ・・・・ 1億1,865万円
○学校給食センターの整備 ・・・・ 8億2,821万円
・（仮称）上溝学校給食センター新築工事（Ｈ26開設予定）
○教職員の人材養成・確保 ・・・・ 907万円
・さがみ風っ子教師塾の運営　など
○学校教育環境の整備 ・・・・ （16億9 815万円 ）

9億8,168万円

1,060万円

夢と希望あふれる次世代をはぐくむ環境づくり

○学校教育環境の整備 （16億9,815万円 ）
・大規模改造及びトイレ改修　など

◆子育てを支える環境づくり
○保育所の待機児童解消に向けた取組み ・・・・ 11億5,471万円
・認可保育所の整備促進
・認定保育室への補助、家庭的保育事業の実施

◆都市機能の向上、交通ネットワークの充実 （69億円）
○広域交流拠点検討事業 ・・・・ 6,533万円
○交通ネットワークの形成 ・・・・ 2,580万円
・リニア中央新幹線の建設促進
・小田急多摩線の延伸に向けた取組み
・新しい交通システム導入に向けた検討
○広域幹線道路の整備 ・・・・ 31億6,730万円
・津久井広域道路、県道52号（相模原町田）など
○都市計画道路の整備 ・・・・ 11億9,044万円
・都市計画道路相原宮下線、相原大沢線、橋本大通り線、橋本駅北口線、相模大野線　など
○バス乗り継ぎ施設整備事業 ・・・・ 3億2,747万円
・バスターミナルの整備（田名地区）

11億5,471万円

47億7,634万円
にぎわいと活力に満ちた都市づくり

-　22　-



－ 23 －

○広域的な道路ネットワークの整備 ・・・・ （69億円）
・さがみ縦貫道路の整備促進　など

◆にぎわいのある市街地づくり
○相模原駅周辺地区のまちづくり ・・・・ 4,300万円
・相模総合補給廠の一部返還・共同使用区域の活用に向けた基本計画策定に向けた検討
○小田急相模原駅北口Ｂ地区市街地再開発事業の促進 ・・・・ 7億8,602万円
・再開発事業に対する補助　など

◆産業を中心とした新たな拠点づくり
○新たな拠点づくりの促進 ・・・・ 12億6,730万円
・当麻地区土地区画整理事業の促進
・川尻大島界土地区画整理事業の促進
・麻溝台・新磯野地区整備事業の推進　
・金原地区等の新たな産業系土地利用に向けた調査検討、金原準工西側地区への企業誘致

◆地域経済の活性化
○雇用対策 ・・・・ 4億8,591万円
★（仮称）相模原市総合就職支援センターの開設
・緊急雇用創出事業　など
○企業支援 ・・・・ 140億9,882万円
・産・学・官の連携促進

8億2,902万円

12億6,730万円

145億8,473万円

・中小企業の経営支援、企業誘致の推進　など

◆にぎわいと活力を創出する商業・観光の振興
○商店街等のにぎわいづくりの支援 ・・・・ 5,393万円
○観光協会助成事業 ・・・・ 5,605万円
★農産物直売所開設促進事業 ・・・・ 6,000万円

◆地球温暖化対策
○地球温暖化対策実行計画の推進 ・・・・ 1億5,291万円
★省エネルギー設備等の導入に対する助成
★地域協議会の活動支援
・メガソーラー（大規模太陽光発電施設）の設置　など

◆自然環境の保全
○（仮称）環境影響評価条例の制定 ・・・・ 878万円
○さがみはら森林ビジョンの推進 ・・・・ 650万円
○相模川ふれあい科学館の再整備 ・・・・ 11億8,657万円

1億5,291万円

12億　185万円

1億6,998万円

自然の尊さ・恵みを感じ将来の地球環境を守る社会づくり

-　23　-
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◆ごみの減量化・資源化の取組み
○ごみの減量化・資源化の取組み ・・・・ 18億2,647万円
・使用済み小型家電リサイクル事業
・ごみの減量化・資源化のさらなる普及に向けた啓発　など

◆市民協働と市民自治に根ざしたまちづくり
○区制を生かしたまちづくりの推進 ・・・・ 1億3,388万円
・区民会議の運営
・まちづくり会議の運営支援　など
○市民協働の推進 ・・・・ 1億5,973万円
★市民協働推進基本計画の策定
・自治会の加入促進
・ＮＰＯ設立等の認証事務や、設立の相談から活動促進までの一体的な支援
★市民・大学交流センターを拠点とした地域活性化等

◆心豊かに生活できる地域づくり
○文化振興 ・・・・ 6億9,919万円
・アートラボはしもとの運営 ★市民会館の改修　など
○スポーツ振興 ・・・・ 9,815万円
★（仮称）相模原麻溝公園第２競技場の整備

2億9,361万円

7億9,734万円

18億2,647万円

市民本位・市民参加の郷土づくり

★横山公園陸上競技場の再活用
・ホームタウンチーム・トップアスリート支援
★（仮称）2013年全日本学生水上スキー連盟チャンピオンシリーズ相模原大会開催　など

◆誇りとすることができる郷土づくり
★小原宿本陣の保存整備に向けた取組み ・・・・ 120万円
○シティセールス推進事業 ・・・・ 5,773万円

○持続的な都市経営 ・・・・ 1億2,902万円
・都市経営推進事業（(仮称)都市経営指針・実行計画の策定・推進）
・（仮称）公共施設の保全・利活用基本指針の策定
・橋りょうの長寿命化修繕計画に基づく点検・修繕
・債権回収対策　など
○開かれた市政の実現に向けた取組み ・・・・ 1,252万円
○公文書館機能の構築
★「市民の声」受付・回答機能拡充事業
○行政運営 ・・・・ 1,341万円
・総合計画等の着実な推進
・大都市制度の検討　など

　重点施策を推進するため、“３つのC”に取り組みます。

5,893万円

「変える」・「創る」・「挑戦する」"３つのＣ”を推進するChange           Create       Challenge 

-　24　-
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４．行政改革の推進 
 
厳しい財政状況において、継続的かつ効果的に施策を推進するため、簡素で

効率的な行政運営の追求や不断の改善に取り組みます。 
 
<平成２５年度予算における主な内容> 

◆ 人人件件費費のの削削減減  

・ 制度改正による削減           約２億１，８００万円 
退職手当の引下げ及び自宅等に係る住居手当の廃止 

・ 時間外勤務手当及び休日勤務手当の縮減    約６，４００万円 
「時間外勤務時間縮減プロジェクト」による、効率的な事務執行の推進 

◆ 新新たたなな財財源源確確保保にに向向けけたた主主なな取取組組みみ  

・ ネーミングライツ収入            約２，１００万円 
相模原市文化会館（グリーンホール相模大野内）への新規導入を含む、ネーミ

ングライツ制度の実施 
・ 有料広告収入                約２，９００万円 

広報紙や相模大野パブリックインフォメーション等への有料広告の掲載 
・ 寄附金制度の活用              約２，５００万円 

「暮らし潤いさがみはら寄附金」による、寄附を通じた市政への市民参加の促進 
・ 南清掃工場売電収入           約１億２，０００万円 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の適用を受けるとともに、入札を実施 

◆ 効効率率的的、、効効果果的的なな財財政政運運営営   
・ 特定規模電気事業者からの電力購入 （効果額）約５，０００万円 

電力小売市場の自由化に伴い、導入効果の高い施設について、特定規模電気事
業者（ＰＰＳ）からの電力購入の実施 

・ 債権回収対策の強化      （効果額）約１億３，３００万円 
徴収困難な債権を対象とした、滞納処分や弁護士への回収業務委託等の実施（特

別会計分を含む） 
・ 市税催告コールセンターの設置   （効果額）約８，４００万円 
  早期納税を促し税収の確保を図るため、民間事業者の専任オペレーターによる
初期未納者への電話催告の実施 

さがみはら都市経営ビジョン・アクションプ
ランにおいて、行政改革の具体的方策を定め
継続的に改革を進めています。 
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〈 予算編成の考え方 〉 

災害対応における市、市民、事業者等の責務や防災対策のあり方、災害時の役割等を明
確にすることにより、災害に対する市民生活の安全・安心の向上、確保に資するための（仮
称）防災条例を制定するとともに、今後懸念される大規模災害に備え、地域防災計画の見
直し（第２ステップ）やこれまで取り組んできた防災対策など、都市防災力向上に向けた
取組を着実に進める。 
さらに、昨年度実施した地域防災計画の見直し（第１ステップ）の実効性を高めるため、

緊急に実施する必要性が高く、即効性のある防災・減災のための施策を「さがみはら防災・
減災プログラム（平成 25 年度～32 年度）」として取りまとめ、本市の防災力を集中的か
つ効果的に高める具体的事業の推進に取り組む。 

〈 予算額 〉  ６，９３５，７０７千円 
一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 

１６，８１２，３７０千円 
さがみはら防災・減災プログラム         ８６８，３７９千円 

一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計    １，７１６，１５５千円 
住民の避難、行政・社会機能の維持や災害に強いまちづくりに資する事業及

び災害に対する市民の不安の解消につながる事業について、平成２５年度から
３２年度にかけて取り組む。また、２７年度までをより緊急性の高い事業を推
進するための集中取組期間として避難所の整備や備蓄の充実等を図る。 
（平成２５年度の事業内容等については２８、２９ページに記載）。 

都市防災力向上に向けた取組み         ６，０６７，３２８千円 
一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計  １５，０９６，２１５千円 

〈 主な事業 〉 
 地域防災計画の改定（第２ステップ）      11,000千円 

国・県の地震被害想定の修正を踏まえ、本市の防災アセスメント調査に基づく地震
被害想定に対応するため、地域防災計画を見直す（第２ステップ）。 

 
 自主防災組織の育成・支援           24,065千円 
  防災行動力を持つ自主防災組織の編成や、自主的な活動を支援するための資機材の
提供や訓練等を実施する。 

 
 災害時医療救護体制の整備           11,502千円 

   救護所への医薬品や車いす等の資機材を配備するとともに、医療救護訓練を実施し、
災害時における医療救護体制を確立する。 

５５．．防防災災関関連連経経費費のの概概要要 
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 防災訓練の実施                 47,470 千円 

   市民の防災意識の高揚、「自助」「共助」等の連携意識の醸成を図ることを目的とし、
本市の地域特性を踏まえた、より実践的な訓練を実施する。 

  また、九都県市が連携し、防災関係機関や市民の協力のもと、総合防災訓練を実施
し、広域的な危機管理体制の確立・強化を図る。 

 ○総合防災訓練実施経費 ４３，３５３千円 
 ○個別防災訓練実施経費  ４，１１７千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 放射線・放射能対策               18,885 千円 

   福島第一原子力発電所の事故に起因する原子力災害に対し、市内の子ども関連施設
等における放射線測定等を実施する。 

 ○環境放射線量測定   ９０２千円 
 ○学校・保育所給食の放射能濃度測定経費  ２００千円 
 ○土壌中の放射線物質濃度等の測定  ３，３３７千円 
○公園放射線量測定、落ち葉等の処分等 １２，７００千円 
 
 インフラの安全対策             5,632,333 千円 
  （一体的に編成した 24年度3月補正予算との合計 14,661,220千円） 

   災害発生時の対応や災害発生を未然に防止するため、公共インフラの整備及び老朽
化に対応するための維持補修整備について、緊急的に実施する。 

○緊急輸送路の確保       ３，７４６，７９８千円 
   （２４年度３月補正予算対応分 ７，１５７，８７３千円） 
 ○狭あい道路の拡幅         ３４８，０２２千円 
○老朽化したインフラの安全対策 １，５３７，５１３千円 

（２４年度３月補正予算対応分 １，８７１，０１４千円）
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さがみはら防災・減災プログラム    総額 868,379千円 （再掲）  
一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 1,716,155千円  

（★）は 24年度 3月補正予算分 
 〈 平成２５年度の主な事業（◎は新規、その他は拡充する事業）〉 

 地域防災力の向上               114,537千円 
  地域の防災力を高め、市民や地域自らが災害拡大等に対応できる体制づくりに向け
た事業を実施する。 

◆防災意識の普及啓発など「自助」の促進 
   ◎ 市民防災力向上に向けた「（仮称）さがみはら防災スクール」の創設 
   ・ 起震車の増車 
   ・ 既存建築物の耐震化促進（拡充分） 
 ◆地域の災害対応力など「共助」の促進 
   ・ 地区別防災カルテの更新 
   ◎ 自主防災組織への小型消防ポンプ配備 
   ◎ 地域防災力向上のための取組に対する助成 
   ・ 災害時要援護者避難支援事業の推進 
 

 避難対策の充実                84,395 千円 
    （一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 932,171千円） 
  災害時において、市民の生命と身体の安全を守るため、避難施設等の整備を図り、
避難者の安全対策を推進する。整備にあたっては、災害時要援護者への配慮や、備蓄
の充実など、体制の整備に取り組む。 

◆避難所等の充実強化 
   ・ 避難所（小中学校屋内運動場）の改修（★） 
   ・ 避難所（小中学校）受水槽の耐震化（★） 
   ◎ 女性、高齢者等に配慮した避難所備蓄の充実 
   ・ 防災備蓄倉庫等の整備（未設置地区等）（★） 
 ◆災害時要援護者対策の拡充 
   ・ 避難所への障害者用トイレの配備（拡充） 
   ◎ 自立支援医療受給者用災害時対応リーフレットの作成 

 
 
 災害対応体制の強化              669,447 千円 

災害による被害を減らすためには、発災時の生命の安全確保を第一に、地域特性を
踏まえた具体的な対策に取り組むことが重要であることから、都市部と中山間地、河
川流域など、本市の地域特性やそれぞれの災害要因に必要な対策に取り組む。 
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◆災害活動機能の強化 
   ◎ 災害時の医療救護に係る情報連絡体制の充実 
   ◎ 初動対応力強化のための災害情報共有システムの導入 
   ◎ 災害時物資集積拠点の整備の推進 
   ◎ 大規模震災対応用消防活動資機材の配備 

・ デジタル消防救急無線の整備 
◎ 区本部・現地対策班の機能強化（資機材配備・非常用発電設備整備等） 

◆火災延焼対策の拡充 
   ・ 耐震性貯水槽（防火水槽）の整備 
   ◎ 小型消防ポンプの配備 
◆災害に強いまちづくり 

   ◎ 中小企業ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援 
   ・ 緊急輸送路に架かる橋りょうの耐震補強 
 
平成２６年度以降に想定している新たな取組みの主なもの 
◎ 消防指令センターの機能強化     ◎ 福祉避難所用備蓄の推進 
◎ 保育園・幼稚園への備蓄の推進    ・ 応急給水用資機材の配備 
◎ 地区ごとの防災計画策定支援      
◎ 現地対策班（まちづくりセンター等）の機能強化  など 

 
 
さがみはら防災・減災プログラムと市税の税率改正 
 
 「地方税の臨時特例法（東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災
のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律）」等に基づき、
防災・減災事業の財源とするため、税制上の措置が講じられます。 
これにより増収となる約２０億円は｢さがみはら防災･減災プログラム（総事業費は約

５０億円）｣の事業に活用されます。 
◆個人市民税の均等割の税率の５００円引上げ 

(現行)３,０００円⇒(改定後)３，５００円 
平成２６年度から３５年度分までの１０年間 

◆退職所得に係る個人市民税の１０％税額控除の廃止 
退職所得（平成２５年１月１日以後分）に係る 

個人市民税の所得割の１０％税額控除の廃止 
このうち１０年間分をさがみはら防災・減災 

プログラムの財源に充てることとされました。 

防災・減災プログラム
３年間で約５０億円の

集中投資 

１０年間で 
約２０億円 
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○平成２５年度の組織について 
政令指定都市移行から４年目を迎えるにあたって、高齢社会の進行、産業・就業構造等

の急激な変化、地方分権の進展などに対して、一層の効果的・効率的な行政運営が求めら
れている。 
こうしたことから、新たな行政課題等へ的確に対応し、より効果的・効率的な行政運営

を推進するため、行政組織の改正を行い、平成２５年度の相模原市の組織は１０局・３区・
２２部（平成２４年度は７局３区２４部）で構成する。 
 

【新設した局】 
・企画財政局 . 市の重要施策の企画、財務、税務に関する事務を分掌 

（企画市民局を廃止して設置） 
・危機管理局 . 危機管理に関する事務を分掌（危機管理室を廃止して設置） 
・市民局 ..... 市民との協働及び文化に関する事務を分掌 

（企画市民局を廃止して設置） 
・議会局 ..... 議会に関する事務を分掌（議会事務局を廃止して設置） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

相相模模原原市市のの組組織織  

６６．．各各局局・・各各区区役役所所予予算算のの概概要要 

組織図 
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〈 予算編成の考え方 〉 

議会の果たすべき役割は、地方分権の進展により、なお一層重要となり、議員の調査
活動を更に支援していくためには事務局機能の強化・充実を図る必要があることから、
平成２５年度より議会事務局を議会局に改編する。 

予算については経常的な経費が主となるが、限られた財源の中で、より効果的な議会
運営を推進するため、議会内での議論を深め、各事業を精査し予算編成を行った。 

〈 予算額 〉  ８５６,７７０千円（ 対前年度比：△２．３％ ） 

〈 主な経費 〉            
 議員報酬等経費                  ７２６，７１４千円 

市議会議員の議員報酬・期末手当等に係る経費 
 
 さがみはら市議会だより発行費       17，７８８千円 
  市議会の活動状況を広く市民に周知し、議会及び市政に対する理解を深めるため、
「さがみはら市議会だより」を発行する。  

 
 議会事務運営費              １１０，８０３千円 

議会運営に係る経費 
<新規事業> 
・市議会ホームページ運営費            639千円  

市議会の情報公開のさらなる推進と、議会と市民の双方向コミュニケーションを
実現するため、市議会単独でホームページを構築し、運営する。 

  
 
 
 
平成２５年度より本市防災力の強化を図るため、危機管理局が新設されます。 
危機管理局は、危機管理、災害対応等において庁内各組織の総合調整や統括的な計画策

定などを行いますが、消防・救急の対応や学校施設などへの避難所の整備のほか、緊急輸
送路となる道路の整備など、さまざまな分野における対策が必要となることから、防災に
関連する予算は複数の局に計上されています。 
 
防災関連の予算については２６ページ「防災関連経費の概要」をご覧ください。 

議議  会会  局局  議議  会会  局局  

危危  機機  管管  理理  局局  
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総総  務務 局局  
 
 
 
〈 予算編成の考え方 〉 
  総務局においては、「新・相模原市総合計画 前期実施計画事業」等を着実に推進して
いくため、選択と集中による戦略的な予算編成を行った。  

  特に、公文書館機能の構築に向けた取組、相模総合補給廠の共同使用の推進、行動喚
起につながる戦略的・効果的シティセールスの強化などに重点的に予算の配分を行った
ほか、人材育成に係る予算についても確保し、地方分権時代を担う高度で専門的な知識
を有する職員の育成に引き続き取り組んでいく。 

〈 予算額 〉  １，６３０，５６９千円（ 対前年度比：△１３．０％ ） 

〈 主な事業 〉 
 歴史的公文書保存等経費               1,262千円 
  歴史的公文書を適正に管理するため、 
くんじょう、整理を行う。 
また、利用に向けた取組として歴史的 

公文書の細目録作成及びデータ入力作業 
を行う。 
 
 
 

 情報公開・個人情報保護制度等運営費       2,601千円 
  市民共有の知的資源として、市が所有する公文書の保存・利用を図るため、公文書
管理の条例制定に向け、審議等を行う。 

 研修所研修事業費               15,816 千円 
  相模原市人材育成基本方針に掲げる職員像である“果敢に挑戦する職員”の育成に
向け、地方分権に対応した、質の高い先進的な行政サービスを提供するために必要な
政策形成能力、政策法務能力など、職員の能力・意識の向上を図るとともに、接遇の
レベルアップを図り、行政サービスの向上につなげていく。 

 職員健康管理費                94,597 千円 
  様々な行政サービスを担う職員の心と体の健康保持・増進を図る。 
  特に、メンタルヘルス対策を中心に、病気の予防や早期発見、長期病気休業職員の
増加の抑制及び円滑な職場復帰と再休業防止を図る。 
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 基地対策事業                  10,598 千円 
  市内米軍基地の整理、縮小、早期返還を基本に相模総合補給廠の一部返還・共同使
用の早期実現を推進していくとともに、厚木基地の米軍機による騒音の解消、基地周
辺の生活環境の保全等に努める。 

 広報紙等発行費                   156,953 千円 
市からのお知らせなどを市民に伝えるため、広報さがみはら、声の広報さがみはら

及び点字版広報さがみはらを発行する。広報紙編集業務への民間活力の導入の拡大を
図り、行政コストの削減を図るとともに、民間ノウハウを活用した、より魅力的な広
報紙の編集に取り組む。                   

 シティセールス推進事業             28,743 千円 
目指すべきブランドイメージである「暮ら

しやすく発展を続ける都市」につながる情報
発信の拡大を通じて、本市への居住や観光、
ビジネス参入等の行動喚起を進める。 
 取組に当たっては、マーケティングリサー

チの手法を取り入れることで、より効果的な
事業推進を図るとともに、自治体連携・企業
連携により多角的な発信を進める。 
 市民の声等広聴費                    11,261 千円 

市民から寄せられる意見・提言に対し、より迅速に対応するとともに、施策に円滑
に反映していくため、受付から、情報の管理、施策への反映まで、一体的に取り組む
庁内ネットワークを活用した新たなシステムを導入する。 
 
 

●事業の見直し● 
 ・職員厚生会交付金                    △３，７００千円 
   健康事業助成の申請実績精査による削減 
 ・職員会館維持管理費                  △５，５９５千円 
   清掃日数等維持管理計画の見直しによる削減 
 ・若年者向け広報事業                  △３，５４０千円 
   情報発信媒体の見直しによる削減 

浜松市（静岡県）との連携事例 
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〈 予算編成の考え方 〉 
  市民局では、市民がまちづくりの主人公であるとの認識の下、市民との協働による施
策を一層進める観点から、地域の様々な課題解決等に向けた地域活動・市民活動の更な
る活性化を図るとともに、安全・安心、快適、そして安らぎと潤いをもたらす生活・文
化環境の向上と市民ニーズに的確に対応する窓口・相談サービスの提供を目指し、予算
編成を行った。 
 こうした考えに基づき、協働に関する施策を総合的・計画的に進めるための市民協働
推進基本計画の策定を行うととともに、地域活動の中心的な役割を果たす自治会や新た
な公共を担うＮＰＯ等への支援、新たな地域活動・市民活動の創出に向けた市民と大学
が連携する場の提供、また、市民の文化芸術活動の支援や先進的・実験的なアート活動
の促進、第２次さがみはら男女共同参画プラン２１に基づく男女共同参画の推進、さら
に、防犯・交通安全対策、消費生活対策、路上喫煙防止対策、空き家対策などに重点を
置いた予算とした。 

〈 予算額 〉  ５，０２２，７４６千円（ 対前年度比：＋５２．１％ ） 

〈 主な事業 〉 
 市民活動推進事業               3,208千円   

自治会、ＮＰＯ、大学、企業や市民など様々な主体による連携等、協働に関する施
策を総合的かつ計画的に推進するため、市民協働推進基本計画を策定する。 

 自治会連合会運営助成金           26,572千円   
自治会活動の円滑な運営と発展を支援するため、相模原市自治会連合会が実施する

地域情報紙の発行や加入促進、広報等の経費に対して補助金を交付する。 
 市民・大学交流センター施設管理運営費（新規事業）  153,632千円   

市民と大学等の連携による新しい地域 
活動や市民活動を創造する拠点として設 
置した市民・大学交流センター（愛称： 
ユニコムプラザさがみはら ｂｏｎｏボ ー ノ

 
相模大野南棟３階）の管理運営を行う。 
 
 

 パスポートセンター管理運営費（新規事業）  71,838千円※   
相模大野パスポートセンター（ｂｏｎｏボ ー ノ 相模大野北棟４階）及び橋本パスポートセ

ンター（シティ・プラザはしもと５階 平成２５年６月開所予定）の管理運営を行う。 
   ※事業費のうち、24,225 千円は緑区役所、22,767千円は南区役所予算として執行する。 

市市  民民  局局  
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 アートラボはしもと運営事業          23,668千円   

美術系大学等との連携によるワークショップや 
まちづくり活動を通じ、アートによる先進的・実 
験的な取組みを行う 
とともに、将来の美 
術館運営に必要な知 
識・経験を蓄積する。 
 

 美術館整備事業                 884千円   
美術館基本構想検討委員会の答申を受け、美術館基本構想を策定する。 

 市民会館改修事業（新規事業）        675,526千円   
市民会館の適正な維持管理を行うため、電気、空調、舞台等の設備の更新や修繕及

び外壁・天井等の改修工事を実施する。 
平成２５・２６年度継続事業  総事業費：１，１５９，０２７千円 

 男女共同参画推進事業             43,882千円   
   男女共同参画社会の実現に向け、第２次さがみはら男女共同参画プラン２１の総合

的、効果的な推進を図るための事業の実施や男女共同参画推進センターを拠点として、
各種啓発事業、女性相談事業、ＤＶ相談支援センター事業を実施する。 

 路上喫煙防止対策事業             30,486千円   
路上喫煙の防止に向けて、市内３か所の路上 

喫煙重点禁止地区及び１３か所の路上喫煙禁止 
地区を中心に、看板、路面標示等による啓発を 
行うとともに、路上喫煙防止指導員による指導 
を実施する。 
  路上喫煙防止指導員  ８人 
 

 空き家等対策事業（新規事業）          240千円   
   市民生活に影響を及ぼしている管理不全な状態にある空き家の対策を総合的に実施

するとともに、より効果的な対策を進めるため、条例化に向けた検討を行う。 
 火葬場のあり方検討事業            1,390千円   

   新たな火葬場のあり方等について検討を行う。 
 
●財源の確保対策● 

  ・ネーミングライツ制度の導入            １５，０００千円 
相模原市文化会館（グリーンホール相模大野内）にネーミングライツ制度を導入する。 
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総合診療医確保対策事業（新規）         19,784千円 

 
 
〈 予算編成の考え方 〉 

健康福祉局では、生活保護費予算の確保などセーフティーネットを堅持するとともに、
新・相模原市総合計画前期実施計画を着実に推進するため、保育所や特別養護老人ホー
ム、障害福祉施設の整備の促進を図るほか、地域医療体制の基盤づくりに向けた総合診
療医の確保や予防接種事業拡充等の保健医療施策の充実など、市民に密着したサービス
の低下を招くことのないよう、十分に配慮し予算編成を行った。 
その結果、民生費、衛生費及び総務費、教育費の一部で構成される平成２５年度当初

予算については、８７２億円（対前年度（８５２億円）比、＋２０億円、＋２．３％）、
性質別では、保健・福祉サービスの根幹を担う経費である扶助費全体では、６４９億円
（対前年度（６２５億円）比、＋２４億円、＋３．８％）となった。扶助費のうち伸び
率に鈍化がみられるものの依然増加傾向にある生活保護費については、２２１億円（対
前年度（２１０億円）比、＋１１億円、＋５．３％）の予算を確保した。 

〈 予算額 〉  ８７，１８６，３５１千円（ 対前年度比：＋２．３％ ） 

〈 主な事業 〉 
 
 生活保護費の支給               22,071,752千円 
  生活に困窮する市民に対して、その困窮の程度に応じた必要な保護を行い、その最

低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的とし、生活保護費を支
給する。 

 
  総合的な診療能力を有する医師の育成・確保を図り、医師不足や高齢社会等の課題

解決に向け、地域医療体制の基盤づくりを進めるため、市内唯一の医師養成機関であ
る北里大学の医学部生に対し、修学資金の貸付けを行う。 

 障害児者介護給付費等の支給         7,635,412千円 
  障害児者が社会参加でき、自立した生活を送れるよう、支給決定を受けた障害児者

が障害福祉サービスを利用した場合に介護給付費等を支給する。 
 障害福祉施設等施設整備事業          175,800千円 
  障害のある方やその家族などに提供する福祉サービスを充実させるため、障害福祉

施設を整備する社会福祉法人に対し建設費の補助を行い、施設整備を促進する。 
●福祉型児童発達支援センター                    定員：40人 
●障害福祉サービス事業所（生活介護、自立訓練(生活訓練)、短期入所） 定員：40人 
 
 

健 康 福 祉 局 
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 特別養護老人ホーム施設整備の促進      1,396,800 千円 

重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法
人へ補助することにより整備を促進する。      

＊平成２５年度竣工予定：２施設 ２５０床 
       着工予定：２施設 ２４０床 

保育所施設整備の促進              465,382千円 
   増大する保育需要に適切に対応するため、民間保育所の施設整備に要する費用の一

部を補助し、定員の拡大と保育環境の向上を図る。 
 児童手当の支給                    11,917,120 千円 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな
成長に資するため、児童を養育しているものに児童手当を支給する。 

 不妊・不育専門相談事業（新規）             370千円 
  不妊・不育に悩む方を対象に、適切な情報の提供や悩みの軽減を図るため電話、面
談による専門相談を実施する。 

 個別予防接種事業（拡充）           1,670,958 千円 
   従来から市が実施している予防接種に加え、肺炎による死亡率の急激な増加がみら

れる７５歳以上の方を対象に、公費負担（一部助成）による成人用肺炎球菌ワクチン
接種を実施することで、高齢者の健康維持を図る。 

 がん施設検診事業（拡充）           1,074,022 千円 
胃がん検診の受診率向上を図るため、従来から実施している胃部Ｘ線（バリウム）

検査に加え、市民からの導入要望が多い内視鏡検査を導入する。 
 

 
特別養護老人ホーム（イメージ） 

 
●財源の確保対策● 

・社会福祉基金の有効活用        ２９，９４９千円 
・暮らし潤いさがみはら寄付金等の活用   １，４７４千円●事業の見直し●円 
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〈 予算編成の考え方 〉 

環境経済局では、局運営方針の基本目標である「環境共生都市の実現と地域特性を生
かした産業の振興」の実現に向けて、地球温暖化対策の推進や産業、観光の振興を進め
るほか、厳しい雇用情勢に対応するため雇用対策事業の充実を図った。 
また、持続可能な都市経営を推進するため、新制度を活用した清掃工場の電力売払に

よる財源確保や清掃関連施設の計画的な建替整備等にも配慮して予算編成を行った。 

〈 予算額 〉  ２７，３０４，１８１千円（ 対前年度比：＋１２．５％ ） 

一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 
２７，６４２，１２４千円（ 対前年度比：＋１３．９％ ） 

〈 主な事業 〉 
 企業誘致等推進事業              1,542,499 千円 

産業集積促進条例に基づき新規立地する企業や、工場を新・増設する市内企業等に
対して奨励金の交付を行うとともに、中小企業等施設整備特別融資制度に基づき資金
の預託、利子補給等を行う。 

 無料職業紹介事業                  70,400千円 
市内に点在する就労支援機関を一箇所に集約し、各機関が即時に連携できるよう（仮

称）「相模原市総合就職支援センター」をシティ・プラザはしもとに開設する。 
 観光協会助成事業                           5８,516 千円 

（仮称）一般社団法人相模原市観光協会等の運営・事業費及びアンテナショップ運
営事業に対して助成する。 
○観光協会事務局   
所在地：Ｆｌｏｓ橋本ビル３階（緑区橋本６丁目） 
人 員：会員１１０人、事務局員６人   

○アンテナショップ「ｓａｇａｍｉｘ（さがみっくす）」 
所在地：ボーノ相模大野２階（南区相模大野３丁目） 
 

 農産物直売所整備促進事業（新規事業）       60,000千円 
市民への新鮮で安全・安心な農畜産物の提供や、 

自給的農家の生産農家への移行を促し、地産・地消 
の推進や、都市農業の活性化を図るため、市内 2農協 
が行う農産物直売所の整備に対し、建設費を補助する。 

環環  境境  経経  済済  局局  
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 地球温暖化対策地域協議会補助金          4,500千円 
市民・事業者・行政等の連携・協力による地球温暖化対策の推進を図るため、「さが

みはら地球温暖化対策協議会」の活動を支援する。   
 相模川ふれあい科学館再整備事業（継続費）   1,153,900 千円 

相模川流域の広域的な情報発信施設としての機能向上を図るため、再整備事業を実
施する。（平成 25年度末リニューアルオープン） 
 
 

実施す る。 
 

 
  淵野辺公園整備事業（２４年度３月補正）     337,943 千円 

人工芝テニスコート 6 面、ジョギングコース、駐車場等を整備し、スポーツ・レク
リエーション機能の充実、緑の拠点及び防災の拠点としての機能の向上を図る。 

 峰山霊園整備事業                        103,700 千円 
峰山霊園整備計画基本構想に基づき、第 9期一般墓所の公募、整備を行う。  

 ○墓所 480区画  (普通墓所 233区画 芝生墓所 247区画) 約 0.25ha 
 家庭ごみの減量化・資源化促進事業            1,826,466 千円 

家庭から排出される一般ごみの排出量を減らすため、ごみの減量化・資源化を行う
地域団体等の活動を支援するなどの資源分別回収を推進する。 
また、レアメタルなどの有用金属のリサイクルを行うため、モデル事業として使用

済小型家電リサイクル事業に取り組む。 
資源循環型社会の普及啓発事業           52,885 千円    
資源循環型社会の形成に向けて４Ｒ推進に対する市民意識の喚起を図るため、ごみと

資源の日程・出し方（カレンダー版）の全戸配布を始めとした情報提供やキャラクター
を活用した啓発事業を行う。 

 塵芥処理施設建設事業（継続費）            1,802,000 千円                    

老朽化したし尿処理施設の一元化を図るため、津久井クリーンセンターのし尿処理
施設の建替を行う他、一般廃棄物最終処分場浸出水処理施設の建替、旧南清掃工場の
解体を実施する。 

●財源の確保対策● 
 ・南清掃工場電力売払収入                 １２０，０００千円 
   新制度を活用し、更なる財源を確保する。 
●事業の見直し● 
 ・ごみ収集業務経費                     △７，０００千円 
   計画的・段階的な民間委託を行う。 
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〈 予算編成の考え方 〉 
 都市建設局では、前期実施計画の着実な推進及び持続可能な都市経営の推進を念頭に、
財源の確保及び事業の選択と集中により効果的な施策の推進を図り、リニア中央新幹線
をはじめとした広域的な交通ネットワークの形成や魅力ある中心市街地の整備、さがみ
縦貫道路インターチェンジ周辺の新たな産業拠点の創出、東日本大震災の教訓を踏まえ
た防災・減災対策の推進など、「活力にあふれ多様な交流が生まれる広域交流拠点都市」
という基本目標の実現に向け、次に掲げる重点目標に基づき予算の配分を行った。 
【重点目標】 
１．躍動し魅力あふれる広域交流拠点都市の形成  
２．安全で安心して暮らせる災害に強いまちづくり 
３．豊かな自然と都市機能が共生する質の高い都市基盤整備の推進 
４．秩序ある総合的・計画的な土地利用、まちづくりの推進 

〈 予算額 〉  １５，３３０，４３５千円（ 対前年度比：△４３．６％ ） 

一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 
２３，８０５，５８５千円（ 対前年度比：△１２．４％ ） 

〈 主な事業 〉 
 広域交流拠点検討事業               90,325 千円 

首都圏南西部をリードする広域交流拠点について、「広域交流拠点基本計画」の策定
や都市基盤整備等に関する各種調査を行う。 

また、相模総合補給廠の一部返還等を見据え、まちづくり基本計画及び関連道路の
検討を行う。 

 バス乗り継ぎ施設整備事業           327,465千円 
市バス交通対策基本計画に基づき、幹線バ

ス、支線バスの導入促進を図り、効率的かつ
利用しやすいバス路線網の実現を図るため、
未整備となっている田名地区に公共交通の乗
り継ぎ拠点となるバスターミナルを整備する。 

 
  
 

 住まいのｴｺ･ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修費補助事業（新規事業） 30,020千円 
低炭素社会や高齢化社会に対応した住まいづくりを促進するため、個人住宅の省エ

ネルギー改修、バリアフリー改修費用の一部を助成する。 

都都  市市  建建  設設  局局  
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  川尻大島界土地区画整理事業          491,800 千円 

川尻大島界土地区画整理事業に助成し、事業の促進を図る。 
また、県道厚木城山、県道鍛冶谷相模原の歩道拡幅及び公園の整備費等を公共施設

管理者として負担する。（施行面積 約５．７ha） 
 当麻宿地区土地区画整理事業           700,000千円 

当麻宿地区土地区画整理事業に助成し、事業 
の促進を図る。（施行面積 約１４．５ha） 

 
 
 
 

 小田急相模原駅北口Ｂ地区市街地再開発事業    786,015千円 
  小田急相模原駅北口Ｂ地区第一種市街地 
再開発事業を促進する。 

  平成２５年度事業内容   
施設建築物工事、道路改良等 

  事業期間 平成１９年度～平成２５年度 
  総事業費 約１１２億円 
  竣工予定 平成２５年９月 
 国県道整備事業                   3,524,280千円 

         一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 4,070,860千円 
さがみ縦貫道路のインターチェンジ接続道路及び、周辺都市や市内の拠点を結ぶ広域

幹線道路等の整備を実施する。 
      主な路線：津久井広域道路 

国道４１３号、県道４６号（相模原茅ヶ崎）（平成 24年度 3月補正） 
 橋りょう長寿命化事業              147,476 千円 

「橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、計画的に橋りょう維持補修工事等を実施
する。 
橋りょう維持補修・修繕工事    [市道] ２橋 
橋りょう耐震補強工事（防災経費） [市道] ４橋 [国道、県道] １５橋 
橋りょう耐震補強設計業務委託   [市道] ３橋 [国道、県道]  ８橋 
 

●事業の見直し● 
 ・浄化槽設置補助事業                    △８，１９３千円 

補助対象及び補助金額の見直しによる削減 
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〈 予算編成の考え方 〉 

教育局では、児童・生徒をはじめ、すべての市民に対して、より良い学びの環境づく
りを進めることを目指して、「小中学校の教育内容・支援・相談体制の充実」、「人材の確
保と育成」、「学校教育環境の整備と充実」、「家庭や地域における教育環境の向上」及び
「市民の生涯学習・スポーツ環境の充実」に重点を置いた。 

このような方針のもと、財源確保に努めつつ、新・相模原市総合計画前期実施計画や
教育振興計画を着実に推進するため、効果的な教育が実践できるよう、また、各事業へ
の効率的な予算配分となるよう、ひとつひとつの事業の検証や、学童通学安全経費、特
別支援教育推進事業、いじめ問題等に対する総合的な取組、公民館改修事業、展示・教
育普及事業等の充実を図るべく予算編成を行った。 

〈 予算額 〉  １２，６２１，６１５千円（ 対前年度比：＋２．９％ ） 

一体的に編成した 24年度 3月補正予算との合計 
１５，１５０，９２０千円（ 対前年度比：＋２３．６％ ） 

〈 主な事業 〉 
 学童通学安全経費（拡充）            35,623 千円 

児童の登下校時の安全確保を図るため、学童通学
安全指導員を増員する等、通学路の安全対策を実施
する。 
○学童通学安全指導員１０７名配置（１２名増員） 

） 
 （仮称）上溝学校給食センター整備事業（継続費）828,210 千円 

清新学校給食センターの老朽化に伴う食物アレルギーへの対応、災害時の炊き出し
機能を有する新たな学校給食センターを整備する。 

開設時期  平成２６年４月（予定） 
 小学校校舎改造事業（２４年度３月補正）      1,438,145 千円 

教育環境の整備と校舎の維持・保全及び機能向上を図るため、小学校６校の校舎改
造事業を実施する。 

 小中学校トイレ整備事業（２４年度３月補正）    260,000 千円 
学校トイレの快適性向上のため、小学校５校１４ヶ所、中学校５校１６ヶ所のトイ

レ整備を実施する。 
 理科支援事業（拡充）                           28,000 千円 

児童の学ぶ意欲や思考力をさらに高めるため、３～６年生の理科の学習における観
察・実験の充実を図るよう、（仮称）観察実験アシスタントを小学校全校に配置する。 

教教  育育  局局  
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 特別支援教育推進事業（拡充）                  118,654 千円 

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切
な指導及び必要な支援を行う体制を強化するため、全
小中学校に支援教育支援員を配置する。 
○ 支援教育支援員 １０９名配置（３５名増員） 
 

 いじめ問題等に対する総合的な取組（新規事業）   25,750 千円 
児童生徒指導を担当する組織を見直すとともに、学校・地域・教育委員会・市・そ

の他機関等が連携を図り、いじめ問題等への対応強化に向けて総合的に取り組む。 
 青少年・教育相談事業               256,082 千円 

青少年の心の問題等の解決を図るため、青少年教育カウンセラー６３名及びスクー
ルソーシャルワーカー３名を配置する。 

 公民館改修事業（拡充）              388,619 千円 
小山公民館大規模改修工事、相原公民館大規模改修に係る実施設計及び相武台まち

づくりセンター・相武台公民館大規模改修に係る事前調査・基本設計を行う。 
 各種競技大会等開催負担経費（新規事業）       2,749千円 

ジャパンオープン２０１３(水泳競技、総合水泳場・５月）、全日本学生水上スキー
連盟チャンピオンシリーズ相模原大会(相模湖・８月)を市内で開催する。 

 各種体育大会等実施事業（拡充）          65,490 千円 
市民選手権、相模原スポーツフェスティバル等を開催する。新たに、クロスカント

リー大会(相模原麻溝公園・県立相模原公園・１２月）を開催する。 
 展示・教育普及事業経費（拡充）          21,482 千円 

平成２６年の「はやぶさ２」の打上げに合わせ、宇
宙教育普及事業として、ＪＡＸＡと連携した企画展示
「（仮称）はやぶさ２応援企画展」及び講座・講演会な
どを開催するとともに、特別展示室の修繕を行う。 

 
●財源の確保対策● 
 ・建物貸付収入                        ５５０千円 
  公民館等への自動販売機の設置に公募入札を導入 
・スポーツ振興くじ助成金                １８，０００千円 

  地域スポーツの振興やスポーツ環境の整備充実を図るもの 
●事業の見直し● 
・小中学校情報教育推進事業               △８０，３９３千円 

   学校用パソコンの再リース期間の延長等の見直し 
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〈 予算編成の考え方 〉 

消防局では、局運営方針の基本目標である「市民が安全で安心して暮らせる都市さが
みはらの実現」に向けて、事業費の精査や財源の確保に努めつつも、「新・相模原市総合
計画」を着実に推進するため、地域の特性を考慮した相原分署の建設、消防車両の整備、
また、消防団詰所・車庫の整備、火災予防、救急業務の高度化及びデジタル消防救急無
線の整備を図るほか、大規模災害時に対応するための消防体制を確立すべく予算編成を
行った。 

〈 予算額 〉  １，８６３，６８６千円（ 対前年度比：△０．３％ ） 

〈 主な事業 〉 
 

 相原分署整備事業                    39,396千円 
相原分署は近年の救急需要の増加に伴い、平成２４年度から先行して救急業務を開

始し、庁舎の老朽化、狭小への対応のため、現所在地において、施設を整備する。 
○ 平成２５年度：実施設計、仮設庁舎リース、庁舎解体工事 

 
 消防団詰所・車庫整備事業            78,952千円 

消防団の活動環境を充実させるため、老朽化している施設を整備する。 
○平成２５年度：実施設計、建設工事 

津久井方面隊第４分団第１部、藤野方面隊名倉分団第２部 
 

 大野台地区消防団・部新設事業         11,178千円 
大規模地震や風水害等への対応を強化するとともに、東日本大震災を踏まえ、南区

大野台地区の住民及び消防団から強い要望があることから、新たに、消防団・部を設
置する。 

○平成２５年度：詰所・車庫リース契約 
：車両及び資機材購入 
：貸与被服購入 

 
 火災予防事業                  8,250千円 

火災予防思想の普及啓発、住宅防火対策の普及促進、少年少女に対する防火教育の
推進及び査察業務等の充実を図る。 

○ 平成２５年度：少年・少女ファイヤースクールの拡充 

消消  防防  局局  
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 救急高度化推進事業              12,906 千円 
救急業務の高度化を推進するため、メディカルコントロール体制の充実を図るとと

もに、高度な救急研修の実施や気管挿管・薬剤投与認定救急救命士を養成する。 
 
○ 平成２５年度：気管挿管認定救命士５名養成 

                                      ：薬剤投与認定救命士５名養成 
 
 
 
 
 

 消防水利整備事業（防災経費）         46,482千円 
消防力整備計画等に基づき、平常時及び大規模震災時における消火活動を強化する 

ため、消防水利（消火栓・防火水槽）を整備する。 
○平成２５年度：消火栓及び防火水槽整備   

 
 
 
 
 
 

 デジタル消防救急無線整備事業（防災経費）  461,075千円 
   通信内容の秘匿性の確保及び広域災害を踏まえた神奈川県全体のネットワーク構築

のため、デジタル消防救急無線を整備する。 
○ 平成２５年度：整備工事 

（平成２４年～平成２６年度継続事業） 
 
 
 
 

●事業の見直し● 
 ・一般事務費の精査                  △１０，４４２千円 

事務用机・椅子などの事務用物品の更新計画の見直し 
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〈 予算編成の考え方 〉 
緑区では、予算編成において、緑区合同庁舎における、行政財産の貸付による新たな財

源確保に向けて取り組み、区の魅力づくり事業の更なる充実や、区内の老朽施設の修繕を
積極的に行うほか、平成２４年度策定した「緑区区ビジョン」の具体的な推進を図るなど
の編成内容となった。 

また、新たに防災減災プランの初年度として、緑区本部と現地対策班の機能強化を図っ
た。このほかの新規としては、県企業庁の補助を受けたクリーンエネルギー導入事業で、
電気自動車の導入や太陽光発電設備を設置する。 
なお、平成２５年度は、緑区役所移転後の緑区合同庁舎運営の初年度となる。 

〈 予算額 〉  ７９５，３０８千円（ 対前年度比：△１４．１％ ） 
 
〈 主な事業 〉 

 自治会集会所建設等助成事業            35,733 千円 
自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図る。 
 区政推進事業                   27,778千円 
①区ビジョン推進経費（新規） 

区民会議での議論を踏まえ、区ビジョンに掲げた取組み等の推進方策について、
協働の視点から検討・実施する。 

②区の魅力づくり事業 
区民同士の一体感を育み、区への愛着や誇りなどの

意識の醸成を図るため、区民交流、魅力再発見、情報
発信、広域連携を柱とした４つのプロジェクトに基づ
き区の魅力づくりに取り組むとともに、緑区の地域資
源などテーマ性を持った区民交流イベントの開催等に
より、より一層の区民交流の促進を図る。 

③地域活性化事業交付金 
区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指

して、区民が自主的に取り組む事業に対し交付金を交付する。各地区 3,000千円（６地区） 
 協働まちづくり推進費                3,750千円 
①区民会議運営経費 

区のまちづくりの方向性や、区内の地域活動を活性化するための方策などを話し
合うために各区に設置された「区民会議」を運営する。 

②まちづくり会議運営経費 
地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解

決に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援する。 
 防犯灯助成費                     89,064千円 

夜間における照明を確保し、犯罪のないまちづくりを推進するため、自治会で管理
する防犯灯の維持管理費及び自治会で設置する防犯灯の設置・撤去・移設費に対して
補助する。また、省エネ・高照度化を図るため、ＬＥＤ灯への切り替えを促進する。 

橋本七夕まつりにおける「ミウル」ＰＲ 

緑緑  区区 役役  所所  
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 橋本パスポートセンターの整備・運営（市民局）  41,706 千円 
場所：シティ・プラザはしもと５階       （※緑区役所予算と併せて執行） 
開所時期：平成２５年６月予定 

 農産物直売所の整備推進（環境経済局）      30,000 千円 
新鮮で安全・安心な農畜産物の提供や、地産・地消の推進、都市農業の活性化を図る

ため、市内農協が行う農産物直売所の整備に対し、建設費を補助する。 
開設予定：平成２５年９月  
所在地：緑区中野６２４番地外（津久井郡農協本所裏） 

 川尻大島界土地区画整理（都市建設局）       491,800 千円 
川尻大島界土地区画整理事業に助成し、事業の促進を図る。また、県道厚木城山、県

道鍛冶谷相模原の歩道拡幅及び公園の整備費等を公共施設管理者として負担する。 
施行面積：約５．７ha 

 生活道路の維持補修（都市建設局）        174,845 千円 
維持補修工事：（国道）国道４１３号（市道）下九沢大島ほか１０路線 
舗装整備：市道８５号ほか３路線 

 下水道整備（都市建設局）             1,640,600 千円 
汚水管の整備：緑区根小屋ほか （一部繰越事業を含む） 
雨水幹線の整備：緑区相原ほか 
高度処理型浄化槽の設置 

 教育環境の整備（教育局）            848,949 千円 
※平成２４年度３月補正対応分 
小学校校舎改造事業：相原小学校、大島小学校、中野小学校、串川小学校 
小中学校トイレ改造事業：千木良小学校、橋本小学校、 

中沢中学校、中野中学校、内郷中学校 
 特別養護老人ホーム施設整備の促進（健康福祉局）   162,000千円    
重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法人へ

補助することにより整備を促進する。   Ｈ２５年度着工予定：１施設 １１０床 
 消防力の強化（消防局）               152,305 千円    
分署整備（完成は 26年度）・高規格救急自動車整備：相原分署 
消防団詰所・車庫整備：津久井方面隊第 4分団第 1部、藤野方面隊名倉分団第 2部 

 地域に密着した各種イベント（環境経済局）       13,577 千円 
・おおさわ桜まつり      
・小倉橋灯ろう流し     
・甲州街道小原宿本陣祭   
・さがみ湖湖上祭       

・相模湖ダム祭      
・相模湖やまなみ祭     
・津久井湖さくらまつり   
・橋本七夕まつり  

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分）） 緑緑区区  
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〈 予算編成の考え方 〉 
区制移行後、区の特性や地域資源を生かしたまちづくりについて、区民との協働による

さらなる推進が求められている。このような中、中央区役所では平成２４年度に区のめざ
す将来像を明らかにし、その実現に向けた区民と行政等の協働によるまちづくりの指針と
して、「中央区区ビジョン」を策定した。 
 平成２５年度は、同区ビジョンの着実な推進を念頭に、区の一体感、区民意識の醸成や、
さらなる地域活性化のための取り組み、また、災害支援体制の充実や、防犯灯の整備など、
区民が安全、安心に暮らせるまちづくりのための取り組みに重点を置き予算編成を行った。
〈 予算額 〉  ３２９，１６７千円（ 対前年度比：＋４．３％ ） 
 
〈 主な事業 〉 

 自治会集会所建設等助成事業             48,697千円 
自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図る。 
 区政推進事業                   34,500千円 
①区ビジョン推進経費（新規） 

区民会議での議論を踏まえ、区ビジョンに掲げた取組
み等の推進方策について、協働の視点から検討・実施す
る。 

  ②区の魅力づくり事業 
    区の一体感や区民意識の醸成を図ることを目的に、さ

まざまな媒体を用いた区の魅力の内外への発信や区民交
流を促す取り組みを、区民との協働により実施する。 

  ③地域活性化事業交付金 
    区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指して、区民が自主的に取り組

む事業に対し交付金を交付する。 各地区 3,000千円（９地区） 
 協働まちづくり推進費                 3,829 千円 
①区民会議運営経費 

区のまちづくりの方向性や、区内の地域活動を活性化するための方策などを話し合
うために各区に設置された「区民会議」を運営する。 

②まちづくり会議運営経費 
  地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解
決に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援する。 

 防犯灯助成費                     106,221 千円 
夜間における照明を確保し、犯罪のないまちづくりを推進するため、自治会で管理

する防犯灯の維持管理費及び自治会で設置する防犯灯の設置・撤去・移設費に対して
補助する。また、省エネ・高照度化を図るため、ＬＥＤ灯への切り替えを促進する。  

中中  央央  区区  役役  所所

「中央区の目指す将来像のイメージイラスト」 
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 市民会館の改修（市民局）                675,526 千円 
適正な維持管理を行うため、電気、空調、舞台等の設備の更新や修繕及び外壁・天井

等の改修工事を行う。（平成２５・２６年度継続事業） 
 小山公民会館の改修（教育局）           368,469 千円 
老朽化した施設の機能を保ち、利用者の利便を図るため、大規模改修工事を実施する。 

 
 農産物直売所の整備推進（環境経済局）       30,000千円 
新鮮で安全・安心な農畜産物の提供や、地産・地消の推進、都市農業の活性化を図る

ため、市内農協が行う農産物直売所の整備に対し、建設費を補助する。 
開設予定：平成２５年１１月 所在地：中央区青葉 3丁目１番（元民間配送センター） 

 相模原駅周辺整備推進事業（都市建設局）       25,000 千円 
相模総合補給廠の一部返還等を見据え、まちづくり基本計画及び関連道路の検討を行

う。 
 生活道路の維持補修（都市建設局）        194,652 千円 
維持補修工事：（国道）国道１２９号（市道）上溝麻溝台ほか３路線 
舗装整備：小山４９号ほか４路線 

 下水道整備（都市建設局）               897,400 千円 
合流改善（汚水）：中央区清新ほか 
雨水幹線の整備：中央区上溝 

 教育環境の整備（教育局）             482,523 千円 
※平成２４年３月補正対応分 
小学校校舎改造事業：向陽小学校 
小中学校トイレ改造事業：星が丘小学校、上溝小学校、共和中学校 

 特別養護老人ホーム施設整備の促進（健康福祉局）   189,000千円 
重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法人へ

補助することにより整備を促進する。   Ｈ２５年度着工予定：１施設 １３０床 
 消防力の強化（消防局）               106,767 千円    
高所救助車整備：緑が丘分署   高規格救急自動車整備：田名分署、上溝分署 
 

 地域に密着した各種イベント（環境経済局）       15,300 千円 
・大野北銀河まつり     
・泳げ鯉のぼり相模川    
・上溝夏祭り        

・相模ねぶたカーニバル   
・相模原納涼花火大会

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分）） 中中央央区区  
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〈 予算編成の考え方 〉 
南区では、平成２４年度に、区の課題、魅力等を踏まえたうえで、区の目指す将来像を

明らかにし、その実現に向けて区民、行政等が協働で取り組むための指針として、「南区区
ビジョン」を策定した。 
平成２５年度は、同区ビジョンの着実な推進を念頭に、協働によるまちづくりの環境づ

くりや区民としての一体感、区民意識の醸成を図るための取り組み、さらに、区民が安全
に安心して暮らせるための災害支援体制の充実や防犯灯の整備などに重点を置いた予算編
成を行った。 

〈 予算額 〉  ４２５，６３８千円（ 対前年度比：＋１１．２％ ） 

 
〈 主な事業 〉 

自治会集会所建設等助成事業            36,423千円 
  自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図る。 
 区政推進事業                   29,215 千円 
①区ビジョン推進経費（新規） 

区民会議での議論を踏まえ、区ビジョンに掲げた
取組み等の推進方策について、協働の視点から検
討・実施する。 

②区の魅力づくり事業 
区民交流イベントなどの実施を通じ、区民としての

一体感を育み、区への愛着や誇りなどの意識の醸成を
図るとともに、区民相互の交流を支援・促進する。 

③地域活性化事業交付金 
 区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指して、区民が自主的に取り組
む事業に対し交付金を交付する。 各地区 3,000千円（７地区） 

協働まちづくり推進費               4,043千円 
①区民会議運営経費 

区のまちづくりの方向性や、区内の地域活動を活性化するための方策などを話し
合うために各区に設置された「区民会議」を運営する。 

②まちづくり会議運営経費 
   地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解

決に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援する。 
防犯灯助成費                 118,829 千円 

  夜間における照明を確保し、犯罪のないまちづくりを推進するため、自治会で管理
する防犯灯の維持管理費及び自治会で設置する防犯灯の設置・撤去・移設費に対して
補助する。また、省エネ・高照度化を図るため、ＬＥＤ灯への切り替えを促進する。 

南南  区区  役役  所所

公園フェアにおける南区ＰＲステージ 
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 相模大野パスポートセンターの運営（市民局）   36,379 千円 
 場所：ｂｏｎｏボ ー ノ 相模大野北棟４階     （※南区役所予算と併せて執行） 

開所時期：平成２５年３月予定  
 市民・大学交流センターの運営（市民局）      153,632 千円 

  市民と大学等の連携による新しい地域活動や市民活動の創造拠点である市民・大学交流
センター（愛称：ユニコムプラザさがみはら ｂｏｎｏボ ー ノ 相模大野南棟３階）の運営を行う。 

アンテナショップの運営（環境経済局）       19,203 千円 
地域の「商品・情報」を効果的に配置、受発信し、本市への集客の向上、観光誘客、

消費の拡大を促進させ、産業の振興、交流人口の拡大並びに文化の向上を図る。 
名称：アンテナショップ「ｓａｇａｍｉｘ（さがみっくす）」 
開業予定：平成２５年３月  場所：ｂｏｎｏボ ー ノ 相模大野２階 

 小田急相模原駅北口Ｂ地区市街地再開発（都市建設局） 786,015千円 
小田急相模原駅北口Ｂ地区第一種市街地再開発事業を促進する。 
平成２５年度事業内容：施設建築物工事、道路改良等 竣工予定：平成２５年９月 

 生活道路の維持補修（都市建設局）        146,690 千円 
維持補修工事：（県道）県道５８号（厚木城山） （市道）淵野辺中和田ほか４路線 
舗装整備：上鶴間２７４号ほか８路線 

 下水道整備（都市建設局）               650,000 千円 
汚水管の整備：南区当麻ほか              （一部繰越事業を含む） 
雨水幹線の整備：南区文京ほか 

 教育環境の整備（教育局）             366,673 千円 
※平成２４年３月補正対応分 
小学校校舎改造事業：大野台中央小学校 
小中学校トイレ改造事業：大野台小学校、上鶴間中学校 

 特別養護老人ホーム施設整備の促進（健康福祉局） 1,045,800千円    
重度待機者の解消を図るため、特別養護老人ホームの建設費について、社会福祉法人へ

補助することにより整備を促進する。   Ｈ２５年度竣工予定：２施設 ２５０床 
 消防力の強化（消防局）                 45,135 千円    
消防団・部新設：大野台地区     高規格救急自動車整備：大沼分署 

 
 地域に密着した各種イベント（環境経済局）         7,091 千円 

・相模川芝ざくらまつり   
・相模の大凧まつり     

・相模原よさこい RANBU！  
・東林間サマーわぁ！ニバル  

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分）） 南南区区  
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〈 予算編成の考え方 〉 
 企画財政局では、市民局の分割や緑区合同庁舎新築工事の竣工に伴い予算額が大幅に減
少したが、本市の将来を見据えた計画策定など持続可能な都市経営を推進するための経費
や市民の負担の公平性と自主財源の確保を図るため「債権の管理に関する条例」に基づい
た全庁的な収納対策の強化に取り組む経費などに重点を置き、予算編成を行った。 

また、内部管理経費の見直しを進めたほか、新たな歳入の確保や経費削減手法の導入に
精力的に取り組んだ。 

〈 予算額 〉  ４，６６３，２８４千円（ 対前年度比：△３６．５％ ） 
 
〈 主な事業 〉 

 総合計画推進経費                     3,153千円 
「新・相模原市総合計画」の施策達成状況について評価・検証を行うとともに、次

期実施計画の策定を行う。  
 公共施設マネジメント推進経費                     794千円 

   人口急増期に整備した公共施設の更新期の到来や高齢社会の進行を踏まえ、公共施
設の配置のあり方や長寿命化などについて、基本的な指針の策定を行う。 

 債権回収対策の強化                          39,683千円 
   債権回収対策の一環として、徴収困難となった債権の所管を移し、強制徴収債権の

滞納処分、執行停止等の措置や、非強制徴収債権の弁護士への回収業務委託等を実施
する。 

 
●財源の確保対策● 

  ・「暮らし潤いさがみはら寄附金制度」の活用        ２５，０００千円   
    新たな寄附金制度として創設された「暮らし潤いさがみはら寄附金制度」により、

行財政運営への市民参加を図り、市のまちづくりに活用する。 
  ・市税収入確保に向けた民間活力の活用    （効果額） 約８４，０００千円 

（市税催告コールセンターの設置）             
民間委託により専任オペレータを配置し、初期未納者に対し、電話にて催告を行

い、早期納税を促すことにより、税収の確保を図る。 
●事業の見直し●  

  ・基幹システム最適化の推進 
    業務改革の推進、情報関連経費の削減などを図るため、窓口業務などで使用して

いる基幹システムを、ホストコンピュータを中心としたシステムから、サーバで稼
動するシステムに再構築することを目的とした基幹システム最適化の具体的な計画
を策定する。 

企企  画画  財財  政政  局局  
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７．特別会計、公営企業会計予算案の概要 
 
相模原市には、一般会計のほか９の特別会計が設置されています。 
特別会計全体では、約１，６５７億円で、平成２４年度に比べ約１０８億円の減額

（伸率△６．１％）となっています。これは、国民健康保険事業が約３１億円の増額、
介護保険事業が約２４億円の増額、公債管理が約１２億円の増額のほか、用地の取得
事業を目的とする公共用地先行取得事業が新設により２６億円の増額となっている一
方、下水道事業及び農業集落排水事業が特別会計を廃止し、公営企業会計に移行した
ことによるものです。 
 

 （表６）平成２５年度特別会計予算        （単位：千円） 

対前年度
伸率(％)

165,683,300 176,452,200 △ 10,768,900 △ 6.1
82,447,000 79,312,000 3,135,000 4.0

事 業 勘 定 82,182,000 79,070,000 3,112,000 3.9
直 営 診 療 勘 定 265,000 242,000 23,000 9.5

37,455,000 35,088,000 2,367,000 6.7
180,000 180,000 0 0.0

6,050,000 5,794,000 256,000 4.4
- 18,480,000 △ 18,480,000 皆減

下 水 道 勘 定 - 18,002,000 △ 18,002,000 皆減
浄 化 槽 勘 定 - 478,000 △ 478,000 皆減

- 42,000 △ 42,000 皆減
1,728,000 3,594,000 △ 1,866,000 △ 51.9
240,000 306,000 △ 66,000 △ 21.6

2,600,000 - 2,600,000 皆増
202,300 82,200 120,100 146.1

34,781,000 33,574,000 1,207,000 3.6

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

自 動 車 駐 車 場 事 業

介 護 保 険 事 業
母子寡婦福祉資金貸付事業

簡 易 水 道 事 業

増減額
特 別 会 計 合 計

会計名 平成25年度 平成24年度

公 債 管 理
財 産 区

国 民 健 康 保 険 事 業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

下 水 道 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

 
 

（表７）平成２５年度公営企業会計予算       （単位：千円） 

対前年度
伸率(％)

26,616,734 - 26,616,734 皆増

平成25年度 平成24年度 増減額

下 水 道 事 業

会計名
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